
人
人
％
人
人
％

決算額
5,132,287

463,494 ×
16,309 ×
5,250 ×
2,978 ×

420,855 構成比 ×
275,395 1.3 ×

- 36.7 ×
116,440 2.3 ×

- 4.0 ×
87,465 47.7 ×

5,689,500 47.6 ×
5,261,684 1.8 〇

427,816 6.2 ×
12,209,973 - ×

11,591 - ×
120,605 100.0 ×
149,729 -
24,508 -

2,404,481 -
- - × 〇

1,005,593 - × 〇
46,670 - 〇 ×
8,239 - × 〇

236,560 100.0 ○ ×
884,872 × ×
603,505 × ×

1,916,549
0

962,349
19,622,875

3,501,679
2,211,005
2,213,310
1,454,634
1,454,634

-
7,169,623
2,264,820

92,895
3,518,409
1,733,758
2,389,950

553,938
40,176

-
2,543,744 千円

64,031
2,543,744

94.8 83.9歳 出 合 計 18,573,555 100.0 13,678,498 14,727,818 千円
歳入一般財源等 後期高齢 532,667 計

保 険 給 付 費 214
介　 護 402,833

合 計 96.0 87.4
国 庫 支 出 金 89 現

年
市町村民税 96.7 90.0
純固定資産税

655,983
保険税（料）収入額 87

失 業 対 策 事 業 費 - - - 老　 保 2,804 徴
収
率

-
災 害 復 旧 事 業 費 - - - 国　 保 450,016

被保険者
１人当たり

土地開発基金現在高
（減税補てん債,臨
時財政対策債除く）

下水道 997,970 被 保 険 者 数 （ 人 ） 16,226 収 益 事 業 収 入
8,229 実 質 的 な も の -

単 独 2,008,401 10.8 1,067,852 93.7 ％

そ の 他 649,527

うち 補 助 439,017 2.4 48,404 86.6 ％ 工　水

保 証 ・ 補 償 -
普 通 建 設 事 業 費 13.7 1,173,282 経 常 収 支 比 率 上 水 115,593 再 差 引 収 支 △ 25,815

物 件 等 購 入 47,503

内
　
　
訳

う ち 人 件 費 0.3 63,886 公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合　計 2,501,883 事

業

会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

18,573,555 100.0 2,543,744 13,678,498 （
支
出
予
定
額

）

債
務
負
担
行
為
額

実 質 収 支 170,507

0 加 入 世 帯 数 （ 世 帯 ）

う ち 政 府 資 金 10,778,767
投 資 的 経 費 13.7 1,173,282 11,067,293 歳 出 合 計

- - 地 方 債 現 在 高 15,040,463
前 年 度 繰 上 充 用 金 - - 経常経費充当一般財源等計

特 定 目 的 6,162,780
投資・出資金・貸付金 0.2 20,461 2,819 0.0 前年 度繰 上充 - -

減 債 749,250
積 立 金 3.0 520,308 - - 諸 支 出 金 - -

財 調 2,216,276
繰 出 金 12.9 2,204,815 1,882,035 14.7 公 債 費 1,454,634 7.8

災 害 復 旧 費 - - - -
積立金
現在高

- 1,354,181
- -

14.8 670,491 1,972,208 実 質 公 債 費 比 率 11.1
うち一部組合負 担金 9.3 1,713,758 1,682,665 13.2

861,476 起 債 制 限 比 率 4.8
補 助 費 等 18.9 2,619,717 2,375,026 18.6 教 育 費 2,752,972

5.2
維 持 補 修 費 0.5 81,056 81,056 0.6 消 防 費 935,672 5.0 48,280

土 木 費 2,460,671 13.3 1,422,794 1,656,820 公 債 費 比 率
0.8 11,117 113,903 公 債 費 負 担 比 率 9.2

物 件 費 12.2 1,614,208 1,423,828 11.1

925,762 経常一般財源等比率 91.4
（ 義 務 的 経 費 計 ） 38.6 5,444,651 5,302,529 41.5 商 工 費 150,737

6.7
一 時 借 入 金 利 子 - - - - 農林 水産 業費 1,113,753 6.0 219,078

労 働 費 22,391 0.1 0 0 実 質 収 支 比 率内
訳

元 利 償 還 金 7.8 1,354,181 1,278,560 10.0
1,445,757 7.9 28,157 1,389,502 財 政 力 指 数 19 ～ 21 0.602公 債 費 7.8 1,354,181 1,278,560 10.0 衛 生 費
4,485,149 24.1 4,128 2,690,513 標 準 財 政 規 模 12,925,446扶 助 費 11.9 740,378 740,219 5.8 民 生 費
3,536,662 19.0 139,699 2,498,976 標 準 税 収 入 額 6,701,413う ち 職 員 給 11.9 2,090,669 - 総 務 費

215,157 1.2 0 215,157 基 準 財 政 需 要 額 9,052,624

Ａの充当一般財源等
㉑
年
度

基 準 財 政 収 入 額 5,275,404
人 件 費 18.9 3,350,092 3,283,750 25.7 議 会 費

経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区　　　分 決 算 額 Ａ 構成比 Ａのうち普通建設事業費

性 質 別 歳 出 の 状 況 （単位千円・％） 目 的 別 歳 出 の 状 況 （単位千円・％） 区 分 （単位千円・％）
区　　　　　　分 決算額 構成比 充当一般財源等

歳 入 合 計 100.0 11,815,517 100.0 将来負担比率 44.5
うち臨時財政対策債 4.9 - - 実質公債費比率 11.1

実質赤字比率 -
うち減税補てん債 0.0 - - 連結実質赤字比率 -

H19.4.1 3,600
地 方 債 9.8 - - 健

全
化
判
断

比

率

伝 染 病 そ の 他 議 会 議 員 24
中 学 校 議会副議長 1 H19.4.1 3,800

諸 収 入 3.1 808 0.0

H19.4.1 4,200
繰 越 金 4.5 - - 老 人 福 祉

5,132,287 - 税 務 事 務 小 学 校 議 会 議 長 1
常 備 消 防 教 育 長 1 H17.3.22 6,400

繰 入 金 1.2 - - 合　　　　計
寄 附 金 0.0 - - 水 利 地 益 税 等 - - 事務機共同

- - 退 職 手 当 火 葬 場 収 入 役
ご み 処 理 副 市 長 1 H17.3.22 6,800

財 産 収 入 0.2 7,975 0.1 都 市 計 画 税

H17.7.1 7,800
都 道 府 県 支 出 金 5.1 - - 事 業 所 税 - - 非常勤公務災害

- - 議員公務災害 し 尿 処 理 市区町村長 1国 有 提 供 交 付 金 - - -
内
　
訳

入 湯 税
国 庫 支 出 金 12.3 - - 目 的 税 -

-
一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定数 適用開始年月日

１ 人 当 た り 平 均 給 料
- （ 報 酬 ） 月 額 （ 百 円 ）

手 数 料 0.1 - - 旧 法 に よ る 税 -

3,126
使 用 料 0.8 12,986 0.1 法 定 外 普 通 税 - -

5,132,287
合　　計 400 1,250,410

指数表選定 臨 時 職 員- -
分 担 金 ・ 負 担 金 0.6 - - （ 法 定 普 通 税 計 ） - 財 源 超 過

財 政 再 建 消 防 職 員
交通安全対策特別交付金 0.1 11,591 0.1 特 別 土 地 保 有 税

特定農山村 教 育 公 務 員 3,040
（ 一 般 財 源 計 ） 62.2 11,782,157 99.7 鉱 産 税 - -

特 別 2.2 - 市 町 村 た ば こ 税 318,256
普 通 26.8 5,261,684 44.5 軽 自 動 車 税 93,507

1,159,200
49 119,500
30 91,210

3,133
2,439

2,445,300 - 中 部
一
般
職
員
等

一 般 職 員 370
- 市 町 村 圏 うち技能労務員
-

近 畿 区　　分 職員数（人） 給料月額（百円） １人当たり平均給料月額（百円）

地 方 交 付 税 29.0 5,261,684 44.5 うち純固定資産税
地 方 特 例 交 付 金 0.4 87,465 0.7 固 定 資 産 税 2,447,663 -

実 質 単 年 度 収 支 118,523 154,796
軽 油 取 引 税 交 付 金 - - - 法 人 税 割 202,804 -

積 立 金 取 崩 し 額
自動車取得税交付金 0.6 116,440 1.0 法 人 均 等 割 120,159 -

繰 上 償 還 金 75,621 34,361
特別地方消費税交付金 - - - 所 得 割 1,883,966 -

4,894 5,447
ゴルフ場利用税交付金 1.4 275,395 2.3 市

町
村
民
税

個 人 均 等 割 65,932 -

114,988
地 方 消 費 税 交 付 金 2.1 420,855 3.6 区 分 徴 収 済 額 超過課税分 山 振 積 立 金

実 質 収 支 866,147 828,139
株式等譲渡所得割交付金 0.0 2,978 0.0 産 炭 単 年 度 収 支 38,008

翌年度へ繰越すべき財源 183,173 56,733
配 当 割 交 付 金 0.0 5,250 0.0

市 町 村 税 の 状 況 （単位千円・％）
低 開 発

歳 入 歳 出 差 引 1,049,320 884,872
利 子 割 交 付 金 0.1 16,309 0.2 54.4 52.7 14,423

16,941,864
地 方 譲 与 税 2.4 463,494 3.9

第 ３ 次
13,105 13,100 12年国調世帯数 新 産

歳 入 総 額 19,622,875 17,826,736
地 方 税 26.2 5,132,287 43.5 15,043 歳 出 総 額 18,573,555

35.5 37.8 1７年国調世帯数 指定団体等
の指定状況 収

支

状

況

工 特

離 島
過 疎
半 島
首 都

平成20年度（千円）
歳 入 の 状 況 （単位千円・％）

第 ２ 次
8,554 9,402

区　　　　　　　分 構成比 経常一般財源等 構成比

205.78
増 減 率 △ 1.2 人口密度（人） 241

区 分

茨 城 県 稲 敷 市

平成2１年度（千円）

2,334
21. 3. 31 47,496 9.0 9.4 面 積 （ ｋ ㎡ ）

地方交付税種地
増 減 率 △ 3.1 区 分 １ ７ 年 国 調

Ⅱ－２

決   算   状   況
住台
民帳
基人
本口

22. 3. 31 46,949
第 １ 次

2,165

平 成 ２１年 度
人

口
-

１ ２ 年 国 調 12年国調（人） -

都道府県名 ０８ 団体名 ２２９５ 市町村類型 Ⅰ－0
17 年 国 調 49,689

産 業 構 造
人口集中地区人口

12 年 国 調 51,284 17年国調（人）


